
2022年10月7日

2023年2月期 第2四半期
連結決算の概況

豊 か な 明 日 を 拓 く



１．損益計算書
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2021年８月 2022年8月 前年対比 2023年２月期
予想

対売上高
比率

対売上高
比率 増減額 増減率 対売上高

比率

売 上 高 35,516 ― 37,764 ― +2,248 +6.3% 79,000 ―

売 上 総 利 益 9,814 27.6% 10,328 27.3% +514 +5.2% 21,000 26.6%

販 管 費 6,938 19.5% 7,625 20.2% +687 +9.9% 15,000 19.0%

う ち 人 件 費 2,662 7.5% 2,916 7.7% +254 +9.5% ― ―

営 業 利 益 2,876 8.1% 2,703 7.2% △173 △6.0% 6,000 7.6%

経 常 利 益 2,942 8.3% 2,798 7.4% △144 △4.9% 6,150 7.8%
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,630 4.6% 1,732 4.6% +102 +6.3% 3,700 4.7%

E B I T D A 5,867 16.5% 6,169 16.3% +302 +5.1% ― ―

(単位：百万円)

（注）2023年2月期予想は2022年4月に公表した数値より変更ありません。

売上高、売上総利益は伸長したが人材戦略の推進により、人件費(※)等の販管費増加のため、営業利益は減益
EBITDAは前年対比増加。
(※)人件費は給与、賞与のみの合計額。尚、福利厚生費、旅費、求人費用等も併せて増加。



２．セグメント別の状況
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2022年2月期実績 63,548 3,930 6.2% 6,122 359 5.9% 5,318 1,216 22.9%

2023年2月期予想 70,000 4,250 6.1% 3,600 450 12.5% 5,400 1,300 24.1%

建機事業 商事事業 不動産事業

売上高 営業利益 利益率 売上高 営業利益 利益率 売上高 営業利益 利益率

2021年８月 30,136 1,944 6.5% 2,840 208 7.3% 2,539 723 28.5%

2022年８月 32,700 1,675 5.1% 1,848 161 8.7% 3,215 867 27.0%

前年対比 増減額 +2,564 △268 ― △992 △47 ― +675 +143 ―

建機事業 ：需要は回復傾向。レンタル資産機の高水準投資と円安による輸入製品仕入価格上昇により減益
商事事業 ：カラオケ部門は収益認識に関する会計基準の適用により売上高減少

介護部門はレンタル用品の積極的な先行投資のため減益
不動産事業：賃貸部門は堅調推移。賃貸物件の売却(広島)により増益伸長

(単位：百万円)



３．営業利益増減要因
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2,876 2,703

△172

△268 △47

＋143

(単位：百万円)



４．四半期業績の推移
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22/3-5月 前年同期比 22/6-8月 前年同期比 22/3-8月 前年同期比

売 上 高 18,396 +721 19,368 +1,527 37,764 +2,248

建 機 16,243 +1,050 16,457 +1,514 32,700 +2,564

商 事 882 △300 966 △692 1,848 △992

不 動 産 1,270 △30 1,945 +706 3,215 +676

営 業 利 益 1,446 △309 1,257 +136 2,703 △173

建 機 907 △275 768 +6 1,675 △269

商 事 100 △32 61 △15 161 △47

不 動 産 439 △1 428 +145 867 +144

E B I T D A 3,152 △79 3,017 +381 6,169 +302

(単位：百万円)

・22/6～8月は前年同期比で増収増益し、業績回復基調へ

・建機部門も前年同期比プラスに改善



流動資産 △99
現金及び預金 △84
受取手形・売掛金 △23

844 859

599 499

2022年2月末 2022年8月末

【資 産】

５．貸借対照表
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990 987

163 168

289 202

2022年2月末 2022年8月末

【負債・純資産】
1,443

1,358 総資産 △84 負債・純資産 △84
1,443

1,358

流動資産 流動資産

固定資産

流動負債 流動負債

固定負債 固定負債

純資産 純資産

純資産 △3
利益剰余金 +2
自己株式 △7

流動負債・固定負債 △81
支払手形・買掛金 △78

固定資産 +15
有形固定資産 +18
無形固定資産 △5
投資その他の資産 ＋2

固定資産

(単位：億円)

純資産：自社株式取得により圧縮中

総資産：中小仕入れ業者への支払早期化、及び支払条件整備による効率化推進



営業CF △10
税金等調整前当期純利益 +28
減価償却費 +29
売上債権の増減額 △23
仕入債務の増減額 △78

6

投資CF △26
有形固定資産の取得 △24

財務CF △50
割賦債務の返済 △23
配当金の支出 △17

337 249

△87

６．キャッシュ・フローの状況

(単位：億円)

・営業CFは仕入債務減少により、前期+65億円より大幅圧縮



売上高 営業利益
2021年

８月
2022年

8月 前年対比 増減率 2021年
8月

2022年
8月 前年対比 増減率

ワキタ（単体） 25,234 25,965 +731 +2.9% 2,469 2,439 △30 △1.2%

建機レンタル会社：６社 3,708 4,757 +1,049 +28.3% 331 422 +91 +27.5%

その他建機事業会社：4社 6,447 7,117 +670 +10.4% 452 261 △191 △42.3%

介護レンタル会社：1社 923 981 +58 +6.3% 162 117 △45 △27.8%

連結調整 △796 △1,056 △260 ― △538 △536 +2 ―

合計 35,516 37,764 +2,248 +6.3% 2,876 2,703 △173 △6.0%

７．グループ各社の業績

7(注) グループ各社は1-6月決算

(単位：百万円)

建機レンタル ：堅調に推移
その他建機事業：高水準投資及び急激な円安による輸入製品仕入価格上昇により減益
介護レンタル ：営業拠点の整備とレンタル用品の積極的な先行投資により減益
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2.取得した自己株式の累計（2022年9月30日現在）

（１）取得した株式の総数 848,700株
（２）株式の取得価格の総額 930,518,300円

１.2022年４月８日開催の取締役会における決議内容

（１）取得対象株式の種類 当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数 2,000,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合3.85％）

（３）株式の取得価格の総額 2,000,000,000円（上限）

（４）取得期間 2022年4月11日から2023年2月28日

８．自己株式の取得状況
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148人増員
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1,450
20/3～8 21/3～8 22/3～8

10．人的資本の推移(人件費)
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上半期 下半期
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2022年
2月期

2022年
8月期(中間)

2023年
2月期

2025年
2月期

（実績） （実績） （前年対比） （計画） （計画）
売上高 749 億円 377 億円 (＋22 億円) 790 億円 925 億円

営業利益 55 億円 27 億円 (△1 億円) 60 億円 80 億円

EBITDA 116 億円 61 億円 (＋3 億円) ― 億円 140 億円

ROE 3.7 ％ ― ％ ― ％ ― ％ 5.0 ％

11． 2025中期経営計画 数値目標（連結）推移

11

749 

925

2022/2 2025/2
実績 計画

売上高 （億円）

55 

80

2022/2 2025/2
実績 計画

営業利益 （億円）



2025 中期経営計画
成長投資戦略

【M＆A ファンド】
150億円

【新店開設】
45億円

【介護事業】
45億円

※

12. 成長投資戦略の推移
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これまでの経過

９月 株式会社ヤマケイをグループ化

来期中の開設にむけて進行中：5拠点

① 介護施設の取得＆リース：3施設
② 介護機器レンタル事業の出店推進中



※

13. トピック (１) 従業員満足度向上の取組
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３月

福利厚生表彰・認証制度実行委員会

が認定する「ハタラクエール 2022」に

おいて「福利厚生推進法人」に認定



※

14. トピック (２) クリーンエネルギー活用
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５月

クローラークレーンを

環境配慮型燃料(GTL)で稼働し

環境アクション大賞を受賞



※

15. トピック (３) グループ経営の強化①

15

株式会社グランドアースと

株式会社九州機械センターの合併

新社名「株式会社グランドアース

九州」として、ワキタグループの強み

である「総合機能」を発揮し、建設

業界が抱える課題を解決を目指す

９月



※

16. トピック (４) グループ経営の強化②
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横浜市に本社を置く、株式会社ヤマケイをグループ化

関東地区における建機事業の業容拡大や既存拠点とのシナジー効果に期待

９月



※

17. トピック (５) ジャンボフェア 2022開催

17

2000年代に入り初開催の仙台・例年おなじみの大阪で

CPDSの「認定フェア」「認定セミナー」として開催

ICT実演ブースで最先端の建設機械のデモンストレーション

10月・11月



18

本資料は当社の業績及び今後の経営戦略に関する情報提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券並びに当社商品
への募集・勧誘・営業等を目的としたものではありません。尚、当資料に掲載された計画・見通し等は、作成時点での当社が把握し
入手可能な情報からの判断及び想定に基づくものであり、経営環境の変動等により今後変更される可能性があり、実際の業績等は
異なる場合がありますことを予めご了承ください。

株式会社 ワキタ（東証プライム市場、証券コード8125）

〒550-0002 大阪市西区江戸堀1-3-20
TEL 06-6449-1901（代表）
E-mail：info-soumu@wakita.co.jp
https://www.wakita.co.jp/
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